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岐阜県議会の活性化改革に関する中間答申 

 

本年６月24日、議長より議会活性化改革検討委員会に諮問のあった、政策提言・立

案機能強化、議会審議の活性化及び議会活動の透明性向上に関する調査・検討のうち、

「議員提案条例の運用状況」、「決算審議の充実」及び「議会運営委員会及び特別委員

会議事録のインターネット公開」については、一定の結論に達したため、当委員会の中

間答申として提出する。 

 

Ⅰ 本委員会設置の経緯 

民意結集の場である議会が、積極的に政策を執行部に提案し、政策の実現とその執

行の監視を通じて県民の負託に応えるため、議員自らの政策提言・立案機能を強化する

とともに、議会のチェック機能を十分に果たしていくため、議会審議の活性化に取り組

むこと、さらに、議会活動を県民の皆様に理解いただくため議会活動の透明性向上に取

り組むことが議会の重要な課題となっていることから、これらの課題について調査・検

討を進めるため、本委員会は議長の諮問機関として、平成19年５月８日に発足した。 

 

Ⅱ これまでの諮問および調査・検討の状況 

 ○平成19～21年度  

・H19.5.8 議長から諮問 

・H19.7.3 中間答申：「政務調査費のあり方について」 

・H19.12.10 中間答申：「応招旅費等費用弁償のあり方について」 

・H20.3.17 平成19年度調査・検討結果 中間とりまとめ報告 

・H20.7.9 継続検討課題（一問一答方式等の導入ほか）に関する再諮問 

・H21.3.26 継続検討課題に関するとりまとめ報告 

・H21.9.17 継続検討課題（インターネットによる本会議中継）に関する再諮問 

・H21.12.14 答申：「インターネットによる本会議中継について」 

          

  ○平成23年度 

・H23.6.21 議長から諮問 

・H23.12.15 中間答申：「政務調査費のあり方について」「費用弁償のあり方に

ついて」 

・H24.2.24 中間答申：「政務調査費の使途基準について」 

・H24.3.22 答申：「一問一答方式の導入、対面方式での質疑の導入の可能性に

ついて」ほか５項目 

   調査・検討結果取りまとめ報告 
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  ○平成25年度 

・H25.6.11 議長から諮問 

・H25.12.3 中間答申：「インターネットによる本会議のライブ中継の実施につ

いて」「本会議における議案への賛否状況の公表につ

いて」 

・H26.3.18 答申：「特別委員会のあり方について」ほか２項目 

   調査・検討結果取りまとめ報告 

 

Ⅲ 平成２７年度における審議経過 
 

  委 員 会 開 催 日  審    議    内    容 

１  Ｈ２７． ６．２４（水）  ・正副委員長互選 

・議長から諮問 

・運営方針の決定 

２  Ｈ２７． ９．１７（木） ・議会活性化に関する調査・検討項目について

の検討 

３  Ｈ２７．１２． ２（水） ・議会活性化に関する調査・検討項目について

の検討 

４  Ｈ２７．１２．１１（金） ・中間答申案（議員提案条例の運用状況、決算

審議の充実、議会運営委員会及び特別委員会

議事録のインターネット公開）の検討 

・今後の進め方についての検討 
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■議員提案条例の運用状況について 

 

二元代表制の一翼を担う議会の機能として、執行機関等に対する監視機能のほか、

地域の実情に即した条例の制定などを行う政策提言・立案機能があり、本県ではこれま

で、平成１６年４月施行の「岐阜県食品安全基本条例」から、平成２６年度の「岐阜県

家庭教育支援条例」まで、１１の議員提案条例が制定されている。 

これらの条例は、基本計画の策定や議会への年次報告を通じて運用状況を確認でき

るものもあるが、計画策定や報告を求めていないものもあり、条例の目的が達成されて

いるかなど、運用状況が十分確認できているとは言い難い状況であった。 

また、施行から１０年以上経過している条例もあり、現在の社会情勢等に合致して

いるかどうか改めて確認することが望まれる。 

このことから、政策提言・立案機能の強化を図るうえで、議員提案条例の運用状況

についての確認が必要ではないかとの観点から、調査・検討を行った。 

その結果は以下のとおりである。 

 
 

 検討結果：  

政策提言・立案機能の一層の強化を図るため、議員提案条例の運用状況の確認を行うべ

きである。 

 

① 実施方法 

・議員提案条例の運用状況の確認を所管する特別委員会を設置する。 

・特別委員会の定数は、正副議長及び監査委員を除く全議員数（４２名）を上限と

して定める。 

・既存の特別委員会と重複して所属することを妨げない。 

 

②実施時期 

・平成２８年度中に実施することが適当である。 

 

【参考】全国の都道府県における議員提案条例運用状況の調査状況（H27.8月現在） 

○調査している団体数  ： ４ 

○調査方法       ： 常任委員会、特別委員会、協議・調整の場、 

議会事務局において調査 

○委員数        ： ５～１１名（常任・特別委員会、協議・調整の場） 
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■決算審議の充実について 

 

県の予算の執行状況や事業の成果については、決算特別委員会において集中的に審

議されており、審議の結果を踏まえた事業の見直しが行われるなど、一定の役割を果た

している。 

しかし、少ない委員（平成２７年度：８名）かつ短い期間（平成２７年度：７日間）

で全ての決算を審議する必要があり、委員の負担が大きく、十分な審議ができていると

は言い難い状況であった。 

また、決算特別委員会で審議された内容は、速やかに次年度の当初予算に反映され

ることが望ましいが、決算特別委員会の開催時期が当初予算の編成時期と重なっている

ため、審議内容の予算への反映が遅延する場合があった。 

このことから、議会審議の一層の活性化を図るうえで、決算審議の更なる充実が必

要ではないかとの観点から、調査・検討を行った。 

その結果は以下のとおりである。 

 
 

 検討結果：  

議会審議の一層の活性化を図るため、決算審議を充実すべきである。 

 

② 実施方法 

・決算特別委員会の委員数を、現在の８名から１６名に増員する。 

・審議の体制を、２班（１班あたり８名、合計１６名）とする。 

・また、決算特別委員会で審議された内容を次年度予算に反映させるため、開催時

期をできるだけ早めることが適当である（現在の開催時期：１１月中旬）。 

 

②実施時期 

・平成２８年度中に実施することが適当である。 

 

【参考】全国の都道府県における決算審議の実施状況（H27.8月現在） 

○決算委員会設置団体数： ４７（１００％） 

○平均委員数     ： １６．１名（全議員参加の委員会を除く） 

○審議開始時期    ： ９～１０月…３８  １１月…９ 
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■議会運営委員会及び特別委員会議事録のインターネット公開について 

 

県民から直接選ばれた代表者による「合議制の意思決定機関」である議会は、構成

員である各議員の真摯な審議、議論を通じ、県民の負託に適った政策決定や合意形成を

行わなければならない。このためには、審議や議論の過程を可能な限り公開し、広く県

民等の評価に委ねるべきである。 

本県議会においては、本会議及び常任委員会の議事録は既に県議会のホームページ

上で公開されており、議会活動の透明性向上に努めているところである。 

一方、議会運営委員会及び特別委員会（地方創生対策特別委員会、観光交流拡大対

策特別委員会、県有施設再整備対策特別委員会）の議事録については、これまでインタ

ーネットによる公開はされていなかったが、議会活動の透明性向上と議会の積極的な情

報公開・議会広報の手法として有効なものであることから、両委員会の議事録のインタ

ーネット公開について、調査・検討を行った。 

その結果は以下のとおりである。 

 
 

 検討結果：  

議会活動の一層の透明性向上を図るため、特別委員会議事録をインターネットで公開す

べきである。 

なお、議会運営委員会での議論は議事運営に関する事務的な事項が中心であり、周知

すべき内容が少ないため、インターネットでの公開の必要はない。 

 

③ 実施方法 

・特別委員会の議事録（要点筆記）を県議会ホームページに掲載する。 

 

②実施時期 

・平成２７年度中に実施することが適当である。 

 

【参考】全国の都道府県における議事録の公開状況（H27.7月現在） 

○議会運営委員会の議事録を公開している団体数 ： ２２（４７％） 

○特別委員会の議事録を公開している団体数   ： ４４（９４％） 

 

 


